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【アンケート調査の目的】
・地球温暖化対策に取り組む企業の基本的認識や業界の自主行動計画への参加動機、具体的な取組状況等、
意識と行動の観点から把握する

・自主行動計画への取組過程を中心に、目標の設定、目標の達成、業界団体等の役割（関係）、取組の促進等の
各視点から状況を把握する

アンケート調査の結果について
【企業編】

【アンケート調査の概要】 

（１）調査対象者 

「自主行動計画」参加事業者のうち、経済産業省所管の業界団体に所属する事業者 2,016 社 

（２）回収結果 

 有効回収数は 1,058 件（有効回収率 52.5％） 

参考資料３－２ 
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• 「社会に対する責任として、取り組まなければならない」は、7割以上が『大いにあてはまる』と回答している。
•「新たなビジネスチャンスを得られる」という理由を挙げた企業は、4割程度が『どちらともいえない』と回答してい
る。

•「他社もやっている」や「取引先から求められる」といった他者からの要請は、『大いにあてはまる』は15%程度であ
り、30%以上が『どちらともいえない』と回答している。

•「消費者にアピールできる」ことを挙げた企業は、『大いにあてはまる』『どちらかといえばあてはまる』を合わせる
と、7割以上となっている。

•「省エネにつながり、コスト削減に有効」という理由を挙げた企業は、『大いにあてはまる』『どちらかといえばあて
はまる』を合わせると、9割程度となっている。

設問：①貴社が地球温暖化対策に取り組む理由として、次の項目はどのくらいあてはまりますか。

71.2

33.8

15.3

48.3

22.9

15.5

11.4

27.7

24.7

38.4

37.8

39.0

33.8

27.9

18.7

23.7

2.9

19.5

30.6

9.9

34.5

31.7

39.7

19.5

5.9

8.4

6.5

16.6

18.4

8.1

2.0

7.0

1.5

8.0

11.2

19.5

0.8

2.1

0.2

0.4

0.3

0.5

0.9

0.3

0.8

0.3

0.6

1.5

0% 25% 50% 75% 100%

１．社会に対する責任として、取り組まなけれ

　　ばならないから　　　　　　　　(n=1058)

２．環境問題に取り組む企業であるということ

　　を、消費者にアピールできるから(n=1058)

３．他社（他業界）もやっているから　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　(n=1058)

４．省エネにつながり、コスト削減に有効だか

　　ら　　　　　　　　　　　　　　(n=1058)

５．中・長期的には、対策の実施により業績の

　　向上が見込めるから　　　　　　(n=1058)

６．取引先から、環境問題への取組を求められ

　　るから　　　　　　　　　　　　(n=1058)

７．新たなビジネスチャンスを得られるから　

　　　　　　　　　　　　　　　　　(n=1058)

８．グループ会社として取り組んでいるから　

　　　　　　　　　　　　　　　　　(n=1058)

大いにあてはまる どちらかといえばあてはまる どちらともいえない どちらかといえばあてはまらない 全くあてはまらない 　無回答
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•「温暖化対策の方法についての情報不足」を要因として挙げた企業は、『大いにあてはまる』『どちらかといえば
あてはまる』を合わせても2割程度となっている。

•「従業員の省エネ等に対する意識不足」を要因として挙げた企業は、『大いにあてはまる』『どちらかといえばあて
はまる』を合わせても3割程度となっている。

•「対策を推進できる人材の不足」や「省エネ投資等に回す資金の不足」を要因として挙げた企業は、『大いにあて
はまる』『どちらかといえばあてはまる』を合わせると、いずれも半数以上となっている。

設問：②貴社において、温暖化対策の推進にあたって障害となっている要因として、次の項目はどのくら
いあてはまりますか。

11.2

4.2

16.3

1.9

40.5

28.4

36.7

21.3

27.9

29.0

28.1

39.6

13.7

29.7

13.3

27.3

6.0

8.2

4.7

8.2

0.7

0.6

0.9

1.7

0% 25% 50% 75% 100%

１．対策を推進できる人材の不足　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　(n=1058)

２．従業員の省エネ等に対する意識の不足

　　　　　　　　　　　　　　　(n=1058)

３．省エネ投資等に回す資金の不足　　　

　　　　　　　　　　　　　　　(n=1058)

４．温暖化対策の方法等についての情報の

　　不足　　　　　　　　　　　(n=1058)

大いにあてはまる どちらかといえばあてはまる

どちらともいえない どちらかといえばあてはまらない

全くあてはまらない 　無回答
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•『非常に重要』『どちらかといえば重要』と回答した企業が多かった分野としては、「既存の設備の効率的な運用
等」「省エネ設備の導入等」「従業員の意識改革」といった自社での削減が挙げられ、いずれも、『大いにあては
まる』『どちらかといえばあてはまる』を合わせて8割を超えている。

•次いで多かった分野として、「製品の使用段階における削減」「省エネ関連サービスを通じた削減」が挙げられ、
いずれも、『大いにあてはまる』『どちらかといえばあてはまる』を合わせて6割程度の企業が該当すると回答して
いる。

•「省エネ・環境技術の移転による海外での削減」については、3割程度の企業が『どちらかといえば重要でない』
『全く重要でない』のいずれかを回答している。

設問：③今後の温暖化対策への貴社の貢献は、どのような分野が重要になってくると思いますか。

40.0

40.7

15.1

31.7

33.8

16.6

29.0

44.6

46.6

31.6

52.2

26.9

16.4

31.5

10.7

9.7

31.9

13.0

23.2

34.8

26.6

3.4

2.4

14.1

2.1

7.5

13.4

4.7

6.4

7.4

17.2

0.6

0.3

0.3

1.6

0.8

0.3

0.9

0.8

1.2

1.7

6.7

0% 25% 50% 75% 100%

１．省エネ設備の導入等による自社の削減    (n=1058)

２．既存の設備の効率的な運用等による自社の削減　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (n=1058)

３．流通・物流の合理化等による運輸部門での削減　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (n=1058)

４．従業員の意識改革による自社の削減      (n=1058)

５．省エネ製品（中間財を含む）を供給することによる

　　製品の使用段階における削減（海外含む） (n=598)

６．省エネ・環境技術の移転による海外での削減　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (n=598)

７．省エネ関連のサービスを通じた削減　　　 (n=448)

非常に重要 どちらかといえば重要

どちらともいえない どちらかといえば重要でない

全く重要でない 　無回答
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•影響を与える要因として「活動量の変化」を挙げた企業は8割近くとなっている。
•その一方で、「系統電力の排出係数変化」を挙げた企業は6割弱となっている。

• 「活動量の変化」が、『大きな影響がある』と回答した企業は6割弱、「系統電力の排出係数変化」が『大きな影響がある』
と回答した企業は4割以上となっている。

設問：④温室効果ガスの排出量に影響を与える要因は何ですか。また、その影響はどの程度ですか。

〔要因〕

〔影響〕

n=1058

79.0

41.9

58.1

38.6

4.0

4.2

0% 25% 50% 75% 100%

活動量の変化　　　　　　　

商品（サービス）構成の変化

系統電力の排出係数変化　　

規制やその他制度の変化　　

その他　　　　　　　　　　

　無回答　

58.9

32.1

43.7

31.1

54.8

28.0

51.2

36.1

44.4

26.2

11.0

13.3

17.2

12.7

7.1

2.0

3.2

2.3

11.8

11.9

0.1

0.2

0.7

0.0

0.0

0% 25% 50% 75% 100%

１．活動量の変化　　　　　　　(n=836)

２．商品（サービス）構成の変化(n=443)

３．系統電力の排出係数変化　　(n=615)

４．規制やその他制度の変化　　(n=408)

５．その他　　　　　　　　　　(n=42) 

大きな影響がある 影響がある 大きくないが影響がある 影響の程度はわからない 　無回答
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•回答者の65％程度が、独自の温暖化目標を「策定している」と回答している。
•さらに同程度の企業が、定量的な削減目標を「策定している」と回答している。

設問：⑤貴社における独自の温暖化対策の目標の策定状況、及び業界の自主行動計画に参加した時期
についてお伺いします。

ⅰ）「貴社独自の温暖化対策の目標」、「定量的な削減目標」は策定していますか。
ⅱ）「貴社独自の温暖化対策の目標」を最初に策定した時期はいつですか。
ⅲ）業界の自主行動計画に参加した時期はいつですか。

ⅰ）「貴社独自の温暖化対策の目標」、「定量的な削減目標」は策定していますか。

64.5

62.2

32.6

35.1

2.9

2.7

0% 25% 50% 75% 100%

貴社独自の温暖化対策の目標　　　　　(n=1058)

定量的な削減目標（ＣＯ２排出量など）(n=1058)

策定している 策定していない 　無回答
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ⅱ）「貴社独自の温暖化対策の目標」を最初に策定した時期はいつ
ですか。

ⅲ）業界の自主行動計画に参加した時期はいつですか。

•「経団連環境自主行動計画の策定時以前」となる
『1997年度以前』に策定した企業は、全体の2割程度
（18.5％）となっている。

•「経団連環境自主行動計画の策定後、京都議定書目
標達成計画決定前の間」となる『1998年度以降2004
年度』に策定した企業は、全体の3割程度（31.5％）と
なっている。

•「京都議定書目標達成計画決定後」となる『2005年度
以降』に策定した企業は、全体の半数近く（47.5％）と
なっている。

•「経団連環境自主行動計画の策定時以前」となる
『1997年度以前』に策定した企業は、全体の2割弱
（16.8）％となっている。

•「経団連環境自主行動計画の策定後、京都議定書目
標達成計画決定前の間」となる『1998年度以降2004
年度』に策定した企業は、全体の2割弱（18.5％）となっ
ている。

•「京都議定書目標達成計画決定後」となる『2005年度
以降』に策定した企業は、全体の3分の1（33.7％）と
なっている。

•ただし、回答者の3割（30.9％）に相当する327社につ
いては、業界の自主行動計画に参加した時期につい
て『無回答』となっている。

n=682

0.1
0.3
0.1
0.1
0.6
0.4

1.5
2.6

1.8
0.9

3.5
6.5

4.8
3.7

6.5
4.0
4.4

3.4
4.8

8.2
7.0

6.3
6.9

6.2
9.2

2.8
0.9

2.5

0% 10% 20% 30% 40%

１９７０年度
１９７９年度
１９８０年度
１９８５年度
１９９０年度
１９９１年度
１９９２年度
１９９３年度
１９９４年度
１９９５年度
１９９６年度
１９９７年度
１９９８年度
１９９９年度
２０００年度
２００１年度
２００２年度
２００３年度
２００４年度
２００５年度
２００６年度
２００７年度
２００８年度
２００９年度
２０１０年度
２０１１年度
２０１２年度

　無回答
n=1058

0.1
0.1
0.2
0.1
0.3
0.3
0.2
0.5

5.0
10.1

6.8
1.1

2.4
2.6

2.0
2.0

1.6
3.4

4.2
4.2

9.9
5.1
5.1

1.6
0.3

30.9

0% 10% 20% 30% 40%

１９７０年度

１９８８年度

１９９０年度

１９９１年度

１９９２年度

１９９３年度

１９９４年度
１９９５年度

１９９６年度

１９９７年度

１９９８年度

１９９９年度

２０００年度

２００１年度

２００２年度

２００３年度

２００４年度

２００５年度

２００６年度

２００７年度
２００８年度

２００９年度

２０１０年度

２０１１年度

２０１２年度

　無回答
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•定量目標の見直しは、回答者のうちおよそ半数程度の企業で実施されている。
•見直しを実施した企業うち、「目標達成が確実となった、あるいは既に達成したため」という企業が4割以上となっ
ている。

設問：⑥貴社独自の定量的な目標は、最初に策定した以後、見直しを行っていますか。見直しを行ってい
る場合、その理由は何ですか。

47.1 36.6 16.4

0% 25% 50% 75% 100%

全体（n=1058）

見直しを行っている 見直しを行っていない 　無回答

n=498

19.3

18.1

42.0

28.7

1.8

0% 25% 50% 75% 100%

a ．業界の自主行動計画への参加を契機

　　に、自社目標の見直しを行った　　　

b ．業界の目標の引き上げに伴い、自社

　　目標の見直しを行った　　　　　　　

c ．自社目標の達成が確実となった（も

　しくは達成した）ため、見直しを行った

d ．その他　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　無回答　

〔見直しを行っていますか〕

〔見直しを行っている場合、その理由は何ですか〕
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•「社会に対する責任」は6割弱が『大いにあてはまる』と回答しており、『どちらかといえばあてはまる』と合わせると9
割近くとなっている。

•「消費者にアピールできる」は、『大いにあてはまる』『どちらかといえばあてはまる』を合わせると、6割以上となって
いる。

•「他からの押しつけではなく、主体的に取り組める」は、『大いにあてはまる』『どちらかといえばあてはまる』を合わ
せると、半数程度となっている。

•「所管省庁や所属業界団体等からの要請」は、『大いにあてはまる』『どちらかといえばあてはまる』を合わせると6割
近くとなっている。

設問：⑦貴社が、業界団体の自主行動計画に参加したきっかけとして、次の項目はどのくらいあてはまり
ますか。

57.4

26.0

22.6

13.1

11.9

16.2

18.1

5.5

31.8

6.8

20.7

30.6

36.5

37.7

37.9

31.1

27.3

32.5

20.1

42.6

15.7

37.3

4.0

21.5

24.5

28.0

35.2

37.1

35.5

49.9

14.3

44.4

23.0

5.8

4.7

7.5

9.5

8.0

4.1

10.6

2.6

16.3

5.5

2.6

2.6

5.5

4.2

3.7

5.8

9.0

6.0

7.2

7.8

7.8

8.0

8.1

7.8

7.8

8.1

8.0

7.8

7.5

0.5

0.4

1.9

0.7

0% 25% 50% 75% 100%

１．社会に対する責任として、取り組まなければならないから

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(n=1058)

２．環境問題に取り組む企業であるということを、消費者にア

　　ピールできるから　　　　　　　　　　　　　　(n=1058)

３．国の京都議定書目標達成に貢献できるから　　　(n=1058)

４．他社（他業界）もやっているから　　　　　　　(n=1058)

５．業界団体を通して有益な情報が得られたり、交渉や説明に

　　必要な手続を業界団体に代行してもらえるから　(n=1058)

６．固有事情を反映した業界独自の取組が可能であるから　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(n=1058)

７．他からの押しつけではなく、主体的に取り組めるから　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(n=1058)

８．災害等の予測不能な事象が起きても、柔軟に対応すること

　　ができるから　　　　　　　　　　　　　　　　(n=1058)

９．省エネにつながり、コスト削減に有効だから　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(n=1058)

10．自主行動計画への参加により、ビジネスチャンスが広がる

　　場合があるから　　　　　　　　　　　　　　　(n=1058)

11．所管省庁や所属する業界団体等からの要請があったから　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(n=1058)

大いにあてはまる どちらかといえばあてはまる どちらともいえない どちらかといえばあてはまらない 全くあてはまらない 　無回答
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•現在の数値目標を設定するにあたって用いた考え方及び水準として最も多く挙げられたのは、『省エネ法の規
定』であり半数ほどであった。

•次いで、『自社の排出水準の傾向』及び『業界団体の目標値』であり、いずれも4割程度であった。
•『現時点で実用化されていない技術・対策の将来的な想定』を加味した企業は、1割未満であった。

設問：⑧貴社が現在の数値目標を設定するにあたって用いた（参考にした）考え方及び水準について、あ
てはまるものすべてをお答えください。参考にした考え方と比較し、実際に設定した目標の水準に
ついてお答え下さい。

n=1058

26.5

7.0

41.2

50.6

21.2

12.2

39.3

4.3

5.2

15.8

0% 25% 50% 75% 100%

自社の投資計画等を参照し、省エネ技術等の導入

による削減見込み量を積み上げた　　　　　　　

目標を設定した時点では実用化されていない技術

や対策について、将来の実用化を想定した　　　

過去から現在までの自社の排出水準の傾向　　　

省エネ法に規定されている年率１％のエネルギー

効率改善　　　　　　　　　　　　　　　　　　

京都議定書における日本の削減目標（１９９０年

比▲６％）　　　　　　　　　　　　　　　　　

経団連全体での目標（産業部門及びエネルギー転

換部門について１９９０年度レベル以下に抑制）

業界団体の目標値　　　　　　　　　　　　　　

他業界での取組の水準　　　　　　　　　　　　

上記以外の考え方で目標を設定　　　　　　　　

　無回答　
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〔参考にした考え方と比較し、実際に設定した目標の水準について〕

•『省エネ法の規定』『業界団体の目標値』については、これに合わせた（同等な）水準設定を行う企業が7割以上
であった。また、『他業界での取組の水準』についても7割程度の企業が同等な水準設定を行うと回答している。

•『京都議定書における削減目標』や『経団連全体での目標』については、これより厳しい水準設定を行う企業が
半数程度ある。

41.3

25.0

49.1

48.1

20.4

26.1

55.0

72.5

44.2

46.5

75.0

69.6

1.8

1.7

6.7

5.4

3.6

4.3

1.8

0.7

0.0

0.0

1.0

0.0

0% 25% 50% 75% 100%

３．過去から現在までの自社の排出水準の傾向　 (n=436)

４．省エネ法に規定されている年率１％のエネルギー効率

　　改善　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (n=535)

５．京都議定書における日本の削減目標（１９９０年比▲

　　６％）　　　　　　　　　　　　　　　　　 (n=224)

６．経団連全体での目標（産業部門及びエネルギー転換部

　　門について１９９０年度レベル以下に抑制） (n=129)

７．業界団体の目標値　　　　　　　　　　　　 (n=416)

８．他業界での取組の水準　　　　　　　　　　 (n=46) 

左記の考え方より厳しい水準 左記の考え方と同等

左記の考え方よりゆるい水準 　無回答
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•「目標は社会との約束」「必ず達成すべきもの」については、『大いにあてはまる』『どちらかといえばあてはまる』
を合わせると、いずれも6割以上の企業が回答している。

•同様に、「実現可能性の高い目標を設定すべき」との考え方についても、『大いにあてはまる』『どちらかといえば
あてはまる』を合わせると、6割以上の企業が回答している。

•一方、「達成できなくても問題ない」との考え方については、半数以上の企業が『全くあてはまらない』『どちらかと
いえばあてはまらない』と回答している。

設問：⑨自主的な目標の達成に対する貴社の考え方として、次の項目はどのくらいあてはまりますか。

25.7

20.6

1.0

18.2

39.0

41.4

8.8

42.7

20.6

24.9

29.3

25.9

4.3

3.5

33.3

3.9

19.6

8.6

8.5

8.0

8.0

1.8

1.1

1.2

0% 25% 50% 75% 100%

１．設定した目標は社会との約束である　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　(n=1058)

２．設定した目標は、必ず達成すべきものである

　　　　　　　　　　　　　　　　　　(n=1058)

３．自主的な目標なので、達成できなくても問題

　　ない　　　　　　　　　　　　　　(n=1058)

４．達成見込みについて十分検討し、実現の可能

　　性の高い目標を設定すべきである　(n=1058)

大いにあてはまる どちらかといえばあてはまる

どちらともいえない どちらかといえばあてはまらない

全くあてはまらない 　無回答
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•自社独自の目標が「業界目標と同程度」と回答した企業は回答者全体の42.5％であるが、「比較できない」「業界
目標を知らない」「無回答」を除いた回答者に占める割合で見ると、3分の2程度を占めている。

設問：⑩貴社独自の目標は、自主行動計画（業界目標）と比較してどの程度であると思われますか。

14.7 42.5 5.9 24.3 4.9 7.7

0% 25% 50% 75% 100%

全体（n=1058）

業界目標よりも厳しい 業界目標と同程度

業界目標よりも緩い 比較できない（※「目標が無い」も含む）

業界目標を知らない 　無回答
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•自主行動計画の参加に伴い、「投資のタイミングが早まった」企業は、3割程度であった。
•同じく、「投資額が上積みされた」企業は、4分の1程度であった。
•全体の4分の1程度の企業が「その他」を回答しているが、このうち約半数程度（全体に占める割合で見ると15％
程度）は、「投資判断に係るそれ以外の要因が大きいため、自主行動は投資計画に影響を与えない」と回答して
いる。

設問：⑪貴社における省エネ設備等への設備投資について、自主行動計画への参加に伴い、以下に挙
げるような影響を受けましたか。

n=1058

31.4

25.2

24.8

27.6

0% 10% 20% 30% 40% 50%

参加以前の投資計画より、省エネ設備

等への投資のタイミングが早くなった

参加以前の投資計画より、省エネ設備

等への投資額が上積みされた　　　　

その他　

　無回答　
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•自主行動計画の参加に伴い受けた影響として、「ソフト面対策の充実」による対策強化を挙げた企業が、回答者
全体の7割近くであった。

•「既存設備の運用改善等」による対策強化を挙げた企業は、回答者全体の4割程度であり、「ソフト面対策の充
実」より挙げた企業は少なかった。

設問：⑫貴社が取り組んでいる地球温暖化対策に関する取組（設備投資以外）について、自主行動計画
の参加に伴い影響を受けましたか。

n=1058

40.3

69.7

9.5

12.5

0% 20% 40% 60% 80%

既存の設備の運用改善等により、ＣＯ２削減対策を一

層強化した　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

従業員にこまめな消灯の意識を持たせる等、ソフト面

の対策を充実させて、ＣＯ２削減対策を一層強化した

その他　

　無回答　
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•半数程度の企業が「特に担当者は置かず、通常業務の中で吸収」している。
•ただし、「兼任の担当者を社内から置いた」企業も4割程度であった。

設問：⑬自主行動計画に対する毎年度の対応（フォローアップ資料作成及び温暖化対策の追加的検討・
実施等の自主行動計画に伴う追加的な対応）についてお伺いします。

ⅰ）貴社では担当者をどのように設置していますか。設置している場合は何人ですか。
ⅱ）兼任の担当者を社内から置いた場合、自主行動計画対応への従事割合はどれくらいですか。

⑬-ⅰ） 1.担当者をどのように設置をしているか

6.9 37.8 50.5 0.3 

1.4 

5.1 

0% 25% 50% 75% 100%

全体（n=1058）

専任の担当者を社内から置いた
兼任の担当者を社内から置いた
特に担当者は置かず、通常業務の中で吸収した
専任の担当者を社外から新たに置いた
その他
無回答
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•専任の担当者を社内から置くような場合であっても、「1人」とする企業が半数以上となっている。
•兼任の担当者は、「1人」もしくは「2～5人」を合わせると、全体の8割以上となっている。
•兼任の担当者における従事割合については、「10％」及び「20％」の企業を合わせると65%程度となり、さらに従
事割合「30％」を含めると85%程度となっている。

⑬-ⅰ）3.兼任の担当者を社内から設置している場合

43.8 40.0 5.5 5.3 2.5

1.0

2.0

0% 25% 50% 75% 100%

全体（n=400）

1人 2～5人 6～10人 11～20人 21～50人 51人以上 　無回答

⑬-ⅰ）2.専任の担当者を社内から設置している場合

50.7 23.3 8.2 8.2 1.44.10.00.00.04.1

0% 25% 50% 75% 100%

全体（n=73）

1人 2人 3人 4人 5人 6人 7人 8人 9人 10人以上

⑬-ⅱ）兼任の担当者を設置した場合、自主行動計画対応への従事割合はどのくらいですか

0.3 39.5 25.5 21.3 3.5 5.8 1.0

0.8

1.3

0.3

0.5

0.5

0% 25% 50% 75% 100%

全体（n=400）

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％ 　無回答
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•業界団体の役割としては、「会員企業を取りまとめ、政府に伝達」及び「技術動向や他者事例等を知るうえで有
効な情報の提供」が、 『大いにあてはまる』『どちらかといえばあてはまる』を合わせて6割以上となっている。

•次いで、「政府関係の情報提供」も、 『大いにあてはまる』『どちらかといえばあてはまる』を合わせて6割弱となっ
ている。

設問：⑭温暖化対策に取り組む上で、貴社が所属している業界団体が果たしている役割等について、次
の項目はどのくらいあてはまりますか。

27.0

23.1

28.6

17.1

15.8

31.3

40.7

35.8

38.3

37.7

29.1

25.2

26.2

33.1

33.5

5.0

4.7

3.1

5.2

6.0

5.1

4.6

4.8

4.8

4.8

2.5

1.6

1.4

1.5

2.3

0% 25% 50% 75% 100%

１．業界団体は、補助金や規制といった政府関係の情報

　　の提供を活発に行っている　　　　　　　(n=1058)

２．業界団体から得られる情報は、技術動向や他社の対

　　策事例などを知る上で非常に有用だ　　　(n=1058)

３．業界団体は積極的に会員企業の意見を取りまとめて

　　、政府に伝えている　　　　　　　　　　(n=1058)

４．業界団体による自主行動計画のレビュー活動は企業

　　が対策を進める推進力として働いている　(n=1058)

５．業界団体は、会員企業の温暖化対策の意思決定に、

　　大きな影響力がある　　　　　　　　　　(n=1058)

大いにあてはまる どちらかといえばあてはまる

どちらともいえない どちらかといえばあてはまらない

全くあてはまらない 　無回答
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•社会への説明責任としては広報活動が『必要だと思う』と挙げられており、「業界団体としての広報活動」の必要
性が75％程度、「企業としての広報活動」の必要性が60%程度となっている。

•次いで、「政府によるフォローアップ」も60%程度の企業が『必要だと思う』と回答している。
•一方、「クレジット購入より確実な目標達成」や「不参加企業の実名公表」については、『必要だと思わない』との
回答が『必要だと思う』を上回っている。

設問：⑮自主行動計画において、社会への説明責任を果たしていくために必要だと思われることはどれで
すか。また、必要と回答した事項について、どの程度実行されていると思われますか。

50.9

58.2

74.4

38.7

16.5

31.9

13.1

0.6

16.4

13.6

5.5

25.2

41.0

31.6

44.9

4.5

32.7

28.2

20.1

36.1

42.4

36.6

42.0

94.9

0% 25% 50% 75% 100%

１．政府（審議会）によるフォローアップ　(n=1058)

２．企業としての広報活動　　　　　　　　(n=1058)

３．業界団体としての広報活動　　　　　　(n=1058)

４．第三者による評価・検証　　　　　　　(n=1058)

５．目標達成が困難な場合にクレジットを購入するな

　　どすることで確実に目標達成を行うこと(n=1058)

６．業界団体による参加企業リスト（実名）公表　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(n=1058)

７．一定規模以上の不参加企業の実名公表　(n=1058)

８．その他　　　　　　　　　　　　　　　(n=1058)

必要だと思う 必要だと思わない 　無回答
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〔必要と回答した事項について、どの程度実行されていると思われますか。〕

•『十分実行している』『まあまあ実行している』との回答が最も多い活動としては、「広報活動（企業、業界団体）」
が挙げられた。

•一方、「一定規模以上の不参加企業の実名公表」、「クレジット購入による確実な目標達成」、「第三者による評
価・検証」については、『あまり実行できていない』との回答が『実行している』を上回った。

23.0

22.6

26.0

25.2

22.9

35.9

38.2

44.5

56.3

24.2

15.4

31.5

8.6

16.7

36.4

31.2

16.1

48.7

57.1

29.1

77.0

50.0

4.6

12.2

33.3

2.2

0.0

2.4

1.8

1.5

2.0

3.6

0% 25% 50% 75% 100%

１．政府（審議会）によるフォローアップ　 (n=539)

２．企業としての広報活動　　　　　　　　 (n=616)

３．業界団体としての広報活動　　　　　　 (n=787)

４．第三者による評価・検証　　　　　　　 (n=409)

５．目標達成が困難な場合にクレジットを購入するな

　　どすることで確実に目標達成を行うこと (n=175)

６．業界団体による参加企業リスト（実名）公表　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(n=337)

７．一定規模以上の不参加企業の実名公表　 (n=139)

８．その他　　　　　　　　　　　　　　　  (n=6) 

十分実行している まあまあ実行している あまり実行できていない 　無回答
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•メリットとして多く挙げられたのは、「業界事情を反映した目標指標の選択」であり、『そう思う』『どちらかと言えば
そう思う』を合わせて、7割程度であった。

•次いで多く挙げられたのは、「中長期的な視点でのコスト削減・効率的投資」「業界内の情報交換促進」であり、
『そう思う』『どちらかと言えばそう思う』を合わせて、 6割程度であった。

•「公平な対策推進」や「不測時の柔軟な対応」については、半数程度の企業が『どちらともいえない』と回答してい
る。

設問：⑯自主行動計画のメリット・デメリットについて、どのようなお考えをお持ちですか。

〔 メリット〕
29.2

11.4

17.2

13.4

19.0

8.9

7.5

40.3

31.8

45.6

31.2

41.0

25.9

23.3

21.9

40.3

27.8

42.8

27.8

48.0

46.9

2.0

8.2

3.3

4.9

5.5

8.5

10.6

2.5

2.3

5.6

5.7

5.9

5.1

6.0

5.3

6.4

6.2

0.9

1.0

1.7

1.4

0% 25% 50% 75% 100%

１．業界事情を反映した目標指標を選択できる　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (n=1058)

２．目標達成のための取組の結果、革新的な製品開発

　　やコスト削減に繋がる工程改善が起こる(n=1058)

３．中・長期的な視点でのコスト削減や効率的な投資

　　が図れる　　　　　　　　　　　　　　(n=1058)

４．技術的裏付けを持った目標設定ができる(n=1058)

５．業界内の情報交換が促進される　　　　(n=1058)

６．参加した企業間で公平な対策推進ができる　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (n=1058)

７．災害等の予測不能な事象が起きても、柔軟に対応

　　することができる　　　　　　　　　　(n=1058)

そう思う どちらかといえばそう思う

どちらともいえない どちらかといえばそう思わない

そう思わない 　無回答
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〔デメリット〕

•デメリットとしては「企業間における意識の違い」を挙げている企業は半数程度であった。
•「フォローアップのための作業負担」は4割以上の企業が挙げている一方で、「対策費用の負担」を挙げている企
業が3割未満であった。

7.1

10.4

7.9

7.5

10.3

9.4

21.0

38.2

30.5

21.6

34.4

29.1

45.3

32.8

39.2

46.0

34.5

44.3

12.7

7.2

7.8

12.2

8.5

6.2

8.2

5.5

9.1

7.0

6.7

5.7

5.8

6.0

5.5

5.8

5.6

5.3

0% 25% 50% 75% 100%

８．参加しない企業があるため不公平である(n=1058)

９．企業間で自主行動計画への意識の違いが大きい　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(n=1058)

10．強制力がないため目標達成に本気でない企業があ

　　る　　　　　　　　　　　　　　　　　(n=1058)

11．目標が厳しく、対策費用の負担が大きい　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(n=1058)

12．フォローアップのための資料作成の作業が負担で

　　ある　　　　　　　　　　　　　　　　(n=1058)

13．短期的な利益の最大化に繋がらない　　(n=1058)

そう思う どちらかといえばそう思う

どちらともいえない どちらかといえばそう思わない

そう思わない 　無回答
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•目標達成へのプラスの影響としては『節電対策の実施による達成容易』が最も多く、回答者全体の4割弱の企業
がこれを挙げている。

•目標達成へのマイナスの影響としては『系統電力の排出係数の上昇』が最も多く、回答者全体の4割以上の企業
がこれを挙げている。

設問：⑰東日本大震災及び福島原子力発電所事故が自主行動計画の目標達成に与えた影響について、
どのように考えますか。

n=1058

13.5

4.5

41.5

38.1

9.9

9.3

13.1

0% 20% 40% 60% 80%

売上が減少し、結果として目標達成が容易になると思われる

売上が増加し、結果として目標達成が困難になると思われる

系統電力の排出係数が上昇することによって、目標達成が困

難になると思われる　　　　　　　　　　　　　　　　　　

節電対策の実施によって、目標達成が容易になると思われる

自家発電設備の稼働によって、目標達成が困難になると思わ

れる　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

その他：目標達成に与えた影響について考えられる点　　　

　無回答 
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・総合的な影響について『どちらともいえない』と回答した企業が半数以上であった。
・『達成が容易になった』とする割合と『達成が困難になった』とする割合を比較すると、若干ではあるものの『達成
が困難になった』との回答割合が高い。

設問：⑱東日本大震災及び福島原子力発電所事故が自主行動計画の目標達成に与えた総合的な影響
をどのように考えますか。

2.2 13.3 54.4 17.0 6.6 6.4

0% 25% 50% 75% 100%

全体（n=1058）

目標達成はかなり容易になった どちらかといえば目標達成は容易になった

どちらともいえない どちらかといえば目標達成は困難になった

目標達成はかなり困難になった 　無回答
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【企業の属性に関する質問】

○業種

n=1058

3.6

10.6

0.7

4.3

4.7

2.1

7.8

1.1

6.6

5.1

9.9

16.8

2.3

2.6

11.0

4.5

5.0

1.2

0% 20% 40% 60% 80%

（ア）パルプ・紙・紙加工品製造業

（イ）化学工業　　　　　　　　　

（ウ）セメント･ 同製品製造業　　

（エ）鉄鋼　　　　　　　　　　　

（オ）非鉄金属　　　　　　　　　

（カ）その他素材系製造業　　　　

（キ）電気・電子機器製造業　　　

（ク）情報通信機器　　　　　　　

（ケ）輸送機械製造業　　　　　　

（コ）その他の機械・機器製造業　

（サ）その他製造業（上記以外）　

（シ）電気・ガス・熱供給・水道業

（ス）情報通信業　　　　　　　　

（セ）卸売業　　　　　　　　　　

（ソ）小売業　　　　　　　　　　

（タ）物品賃貸業　　　　　　　　

（チ）その他非製造業　　　　　　

　無回答 
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①製造業／非製造業
【※業種の回答が重複した場合には原則無回答としているが製造業・非製造業の区別が明らかな場合には、製造
業・非製造業のいずれかの区分にのみ振り替えている】

n=1058

56.5

42.3

1.1

0% 20% 40% 60% 80%

製造業　

非製造業

　無回答　

②資本金

13.3 14.7 25.0 8.4 13.0 23.9 1.5

0% 25% 50% 75% 100%

全体（n=1058）

５千万円未満 ５千万円以上～１億円未満

１億円以上～１０億円未満 １０億円以上～３０億円未満

３０億円以上～１００億円未満 １００億円以上

　無回答

③従業員数

47.6 9.5 11.2 14.3 9.5 7.1 0.8

0% 25% 50% 75% 100%

全体（n=1058）

３００人未満 ３００人以上～５００人未満

５００人以上～１，０００人未満 １，０００人以上～３，０００人未満

３，０００人以上～１０，０００人未満 １０，０００人以上

　無回答
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③省エネ法対象事業者か否か

59.9 36.5 3.6

0% 25% 50% 75% 100%

全体（n=1058）

省エネ法対象 省エネ法対象ではない 　無回答

③環境マネジメントシステム（ＩＳＯ１４０００等）の取得の有無

57.9 40.5 1.6

0% 25% 50% 75% 100%

全体（n=1058）

有 無 　無回答
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④所属部署

④役職

n=1058

36.1

33.4

6.0

9.1

8.2

6.2

1.9

0% 20% 40% 60% 80%

総務・経理部門　　　　

環境部門　　　　　　　

企画部門　　　　　　　

施設管理・設備保全部門

事業・生産部門　　　　

 その他　　　　　　　

　無回答 

n=1058

9.8

59.0

16.8

11.9

1.6

1.0

0% 20% 40% 60% 80%

経営層・役員　　

部長・課長クラス

係長・主任クラス

一般職　　　　　

その他　　　　　

　無回答 
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④勤続年数

④温暖化対策または自主行動計画の担当期間＋④温暖化対策または自主行動計画の担当
期間（年）

n=1058

8.8

11.5

19.6

30.8

26.7

2.6

0% 20% 40% 60% 80%

５年未満

５年以上～１０年未満

１０年以上～２０年未満

２０年以上～３０年未満

３０年以上

　無回答

n=1058

3.7

11.6

41.0

24.3

9.0

10.4

0% 20% 40% 60% 80%

１年未満

１年以上～２年未満

２年以上～５年未満

５年以上～１０年未満

１０年以上

　無回答
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